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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動画

をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 
 

  



【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  

ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)が、ファイナンシャル・プラ

ンニング業務を 行ううえでは「関連業法」を順守することが重要である。FPの行

為に関する次の(ア)~(エ)の記述について、適切なものには○、不適切なものには

×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)投資助言・代理業の登録を受けていないFPが、顧客が保有する株式の発行会

社のホームページからダウンロードしたIR資料を印刷して手渡した。  

 

(イ)生命保険募集人または保険仲立人の登録を受けていないFPが、顧客から生命

保険の見直し相談を受け、生命保険の契約締結の媒介を行った。  

 

(ウ)弁護士資格を有していないFP(遺言者や公証人と利害関係はない)が、顧客か

ら依頼され、公正証書遺言の証人となった。  

 

(エ)税理士資格を有していないFPが、有料の相談業務において、仮定の事例に基

づく一般的な税法の解説を行った。  

 

  



【答え】 

ア.適切○ 

金融商品取引業者として登録を受けていない FPは、投資助言・ 代理業・投資運

用業を行ってはいけません。 

投資判断となる決済報告書、景気動向などを知らせることは投資助言とはならな

いため可能です。 

 

 

イ.不適切☓ 

保険募集人でないFPは、保険業法により保険の募集・契約を行ってはいけませ

ん。 

ただし、生命保険商品の一般的な説明や、保障額の試算・ライフプラン設計を行

うことは可能です。 

 

 

ウ)適切○ 

公正証書遺言の作成時の証人になるには資格はいりません。 

従って弁護士資格のないFPでも可能です。 

 

 

エ)適切○ 

税理士資格を持たないFPは、有償・無償にかかわらず具体的な計算や税務相談や

税務書類の作成を行ってはいけません。仮の事例や、一般的な税法の解説は行う

ことは税理士資格のないFPでも可能なので、有料で行うことも問題ありません。 

  



問2  

「金融商品の販売等に関する法律(以下「金融商品販売法」という)」に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。  

 

1.金融商品販売法は、金融商品販売業者等が行う金融商品の販売等に係る勧誘の

適正の確保のための措置等について定めることにより、顧客の保護を図るもので

ある。  

 

2.金融商品販売業者が金融商品を販売する際、金融商品販売業者の破綻等により

元本欠損が生じるおそれは説明義務の対象である。  

 

3.金融商品販売業者による顧客への説明義務の対象である金融商品には、国内商

品先物取引が含まれる。  

 

4.金融商品販売業者が説明義務違反を行ったことにより顧客に損害が生じた場合

の損害額は、元本欠損額と推定される。  

 

  



【答え】 

1.適切 

金融商品販売法は、金融商品を販売・勧誘などのトラブルに対して顧客保護のた

めに作られた法律です。 

・保護されるのは個人および事業者 

・適格機関投資家(プロ)は除く 

 

 

2.適切 

金融商品取引法では、特定の投資家以外へは、重要事項に関しての書面を交付し

説明する義務があり、顧客が説明を拒否しても行わなければなりません。  

顧客へ取引の仕組みや、元本の欠損、あるいはその他の具体的リスクについての

説明義務を違反した場合、故意、過失を問わず損害賠償責任が生じます。  

 

 

3.不適切 

金融商品取引法の適用対象には預貯金や投資信託、有価証券・スワップ取引やFX

取引、天候デリバティブ取引も含まれます。また、外貨建ての保険や外貨預金な

ども対象です。  

国内の商品先物取引、ゴルフ会員権は適用対象外となります。 

 

 

4.適切 

顧客へ取引の仕組みや、元本の欠損、あるいはその他の具体的リスクについての

説明義務を違反した場合、故意、過失を問わず損害賠償責任が生じます。  

損害賠償額は元本欠損額となります。 

 

 

従って、正解は【3】 

  



【第2問】下記の(問3)~(問5)について解答しなさい。  

問3  

下記<資料>の債券を発行日から4年後に額面100万円分取得し、その後償還まで保

有した場合の最終利回り(単利・年率)を計算しなさい。なお、手数料や税金等に

ついては考慮しないものとし、計算結果については小数点以下第4位を切り捨てる

こと。また、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従うこと(解答

用紙に記載されているマス目に数値を記入すること)。  

 
  



【答え】 

最終利回りは、すでに発行されている債券を購入し、償還期限まで保有した場合

の利回りです。 

●最終利回りの計算式 

 
 

 
0.60%＋(100円-103.20円)÷6年÷103.20円×100=0.0645994 

 

小数点以下第 4 位切捨てにより 0.064 

 

従って、正解は【0.064%】 
  



問4  

下記<資料>に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる語句の組み合わせと

して、正しいものはどれか。  

 
  



【答え】 

ア）PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標です。  

PER(倍)=株価÷1株当たり当期純利益(EPS)  

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数  

・PERが高いほど割高  

・PERが低いほど割安  

 
 

QX株式会社の PER 

5,200円÷245 円=21.22489…→21.22倍 

 

QY株式会社の PER 

27,880円÷1,450円=19.22758…→19.22倍 

 

PER が割安なのは QY株式会社。 

 

(イ)ROEとは、自己資本利益率として、自己資本(純資産)を使い、どの程度の利益

を上げられたかを見る指標で、数値が高いほど収益性は高いと判断できます。  

 

式 ROE=当期純利益÷自己資本×100  

 

QX株式会社の ROE 

245 円÷1,060円×100=23.1132…→23.11% 

 

QY株式会社の ROE 

1,450円÷6,420円×100=22.5856…→22.59% 

 

QX株式会社の方が ROEが高く収益性が高い 

 

従って、正解は【3．（ア）QY （イ）QX】 

  



問5  

下記<資料>は、千田さんが同一の特定口座内で行ったPA株式会社の株式の取引に

係る明細である。 千田さんが2018年9月3日に売却した1,000株について、譲渡所

得の取得費の計算の基礎となる1株当たりの取得価額として、正しいものはどれ

か。なお、計算結果について円未満の端数が生じる場合には切り捨てること。  

 

 
  



株式の譲渡所得を計算する際には、 

譲渡価格-取得費=株式の譲渡価格 

いくらで売れたのか？：譲渡価額 

それを取得するのにいくらかかったか？：取得費(手数料込み) 

 

取得費を計算する際、複数回、売買を繰り返した場合には、 

加重平均した一株あたりの価額(手数料込み)×売却した株式数 

 
・一株あたりの価額 

資料より2016年は10月、17年8月に購入、18年9月に売却を行っております。 

その間に株式分割によって1株が10株に分割されました。 

 

※株式分割…1株を分割し株数を増やすことで、株価を引き下げ流動性を上げる。

1株の価値が減るが資産価値は変わらない。本問だと10株で1株分の価値となる。 

 

10月：1,000株×5,000円=5,000,000円 

8月：2,000株×6,200円=12,400,000円 

 

株式分割により資産価値は変わらないが、保有株数のみ10倍となる 

加重平均した1株あたりの価額 

(5,000,000円＋12,400,000円)÷(10,000株＋20,000株)=580円 

      17,400,000円        30,000株 

 

従って、正解は【3．580円】 

  



【第3問】下記の(問6)~(問9)について解答しなさい。  

問6  

贈与税の配偶者控除(以下「本特例」という)に関する次の記述の空欄(ア)~(エ)に

入る語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。  

 
 

  



【答え】 

ア)贈与税の配偶者控除の要件として、婚姻関係が20年以上あること 

 ・婚姻期間は婚姻届けから贈与の日までをいいますので、入籍していない期間

は除かれます。1年未満場合の端数は切り捨てとなります。 

 

 

イ）贈与税の配偶者控除の控除額は2,000万円です。贈与税の基礎控除110万円と

は別で加算できます。合計2,110万円までは非課税となります。 

 

 

ウ) 贈与を受けた配偶者は贈与を受け、取得した翌年3月15日までにその居住用不

動産に居住し、その後も引き続き居住する見込みがあることが必要です。 

 

 

エ) 贈与の日から、3年以内に贈与した配偶者が亡くなり、この配偶者控除を受け

た者が、財産を相続した場合は相続開始前3年以内であれば、この特例対象分

2,000万円までは加算されません。（生前贈与加算の対象外） 

 

 

従って、正解は【3．（ア）20 年 （イ）とは別に （ウ）翌年 3月 15 日 

（エ）加算されない】 

  



問7  

建築基準法に従い、下記<資料>の土地に建物を建築する場合の建築面積の最高限

度を計算しなさい。 なお、<資料>に記載のない条件については一切考慮しないこ

と。また、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従うこと。  

 
 

  



【答え】 

建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

防火規制の異なる土地に建築物を建築する場合には、その敷地全部について、厳

しい方の規制が適用されます。また 

 

・耐火建築物を準防火地域および防火地域内で建築する場合 

 

・特定行政庁が指定する角地である場合 

 

いずれかの場合には建ぺい率の緩和を受けることができ、それぞれの場合で

10%(両方に該当する場合には 20%)の緩和を受けられます。 

 

また、指定建ぺい率が80%の場合で、防火地域に耐火建築物を建築する場合には建

ぺい率の制限はありません。(100%となる) 

 

 
建築面積=敷地面積×建ぺい率 

準住居地域 

180㎡×60%=108㎡ 

 

近隣商業地域 

60㎡×80%=48㎡ 

 

従って、建築面積は 

108㎡+48㎡=156㎡ 

従って、正解は【156㎡】 

  



問8  

馬場さんは、15年前に相続により取得して引き続き居住している自宅の土地およ

び建物を売却する予定である。売却に係る状況が下記<資料>のとおりである場合

の所得税における課税長期譲渡所得の金額として、正しいものはどれか。なお、<

資料>に記載のない条件については一切考慮しないこと。 

 

 
  



【答え】 

長期譲渡所得の計算式は 

長期譲渡所得(譲渡した年の1月1日での所有期間が5年以上)の金額 

=総収入金額(譲渡価格)-(取得費+譲渡費用)-特別控除額 

 

・取得費は【取得にかかった金額+設備費+改良費―減価償却費】  

・取得費が不明な場合や実際の取得費が収入金額の 5%より少ない場合は、収入金

額の 5%を取得費とすることができます。(概算取得費)  

資料より、 

 
4,700万円-(4,700万円×5%+180万円)-3,000万円=1,285万円 

                415万円 

 

 

従って、正解は【2. 1,285万円】 

  



問9  

藤原さんは、下記<資料>の投資用マンションについて購入を検討しており、FPの

湯本さんに質問をした。下記の空欄(ア)~(ウ)に入る適切な数値または語句を語群

の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、<資料>に記載のな

い条件については一切考慮しないこと。  

 
  



【答え】 

ア）不動産利回りの計算には 

・表面利回り…年間家賃収入÷物件価格×100 

・実質利回り…(年間家賃収入-年間支出)÷物件価格×100 

 
年間家賃収入は、 

月額賃料:10万円×12ヶ月=120万円 

年間支出は、 

管理費:月1万円×12ヶ月+委託費：10万円×5%×12ヶ月+固定資産:6万円=24万円 

 

120万円-24万=96万円 

 

イ)購入費用が下がれば利回りは上昇します。 

 

 

ウ)不動産所得では、ローン返済額の利子部分は必要経費として認められますが、

元金部分は認められません。 

 

 

従って、正解は【(ア)1. 96  (イ)3. 上がります (ウ)5.元金部分 】 

  



【第4問】下記の(問10)~(問13)について解答しなさい。  

問10  

福岡弘子さん(58歳)が保険契約者(保険料負担者)および被保険者として加入して

いる生命保険 (下記<資料>参照)の保障内容に関する次の記述の空欄(ア)~(ウ)に

あてはまる数値を解答欄に 記入しなさい。なお、保険契約は有効に継続し、かつ

特約は自動更新しているものとし、弘子さんはこ れまでに<資料>の保険から、保

険金・給付金を一度も受け取っていないものとする。また、各々の記  

述はそれぞれ独立した問題であり、相互に影響を与えないものとする。  

 
 

  



 
 

  



【答え】 

 
 

ア）交通事故で死亡した場合には、資料1からは、終身保険(被保険者が死亡か高

度障害で支給)と定期保険(被保険者が死亡か高度障害で支給)、傷害保険(通院・

入院・手術・死亡)から給付金が支払われます。 

 

終身保険150万円+定期保険1,200万円+傷害保険500万円=1,850万円 

資料2からは死亡給付金10万円が支払われますので、合計1,860万円支給されま

す。 

 

 
 

 

  



【答え】 

 
イ)肺炎で6日間の入院をした場合には、資料1からは、病気の治療を目的とした場

合は疾病として疾病入院特約が支給されます。 

疾病入院特約では入院5日目からの支給ですので、入院2日分が支給されます。 

資料2からは支給される給付金はありません。 

 

疾病入院特約：日額5,000円×2日=1万円 

 

 

 
 

  



【答え】 

 
ウ)乳ガンで12日間入院した場合には、資料1からは乳ガンといった女性特有のガ

ンの場合に、がん保険はもちろんですが、女性疾病給付金の給付もうけられま

す。 

また、入院と手術による疾病入院給付金・手術給付金の支給も受けられます。 

 

資料2のがん保険では、初めてのガンで入院・手術も受けているので、がん診断給

付金、入院給付金、手術給付金の給付を受けられます。 

 

 
資料1 

疾病入院給付金：日額5,000円×8日=4万円 

手術(40倍)：日額5,000円×40倍=20万円 

女性疾病:日額5,000円×8日間=4万円 

 

資料1からは合計28万円 

 



資料2 

がん診断給付金:100万円 

ガン入院給付金:日額1万円×12日=12万円 

ガン手術給付金:20万円 

 

資料2からは計132万円支給。 

 

合計で28万円＋132万円=160万円支給を受けられます。 

 

 

従って、正解は【(ア)1,860 (イ)1 (ウ)160 】 

  



問11  

株式会社RKの代表取締役である長谷川和彦さん(44歳)は、現在、法人契約での生

命保険の加入を検討しており、下記の生命保険について、FPで税理士でもある大

下さんに支払保険料に関する税務の相談をした。大下さんがそれぞれの生命保険

の保険料支払時における一般的な経理処理について述べた次の説明の空欄

(ア)~(エ)に入る適切な語句を語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入 

しなさい。なお、同じ語句を何度選んでもよいこととし、契約条件はいずれも以

下のとおりとする。  

 

 
  



 
  



【答え】 

法人を死亡保険受取人とする保険料の経理処理 

●資産計上する場合（経費に計上できない） 

貯蓄性がある養老保険、終身保険等 

●損金算入をする場合（経費として計上できる） 

貯蓄性がない定期保険、医療保険等 

●長期平準定期保険 

保険加入時の年齢と保険期間が７０を超え、かつその保険加入時の年齢に「保険

期間×２」に相当する数を加えた数が１０５を超える場合に該当される定期保険

です。 
・長期平準定期保険の経理処理 

保険期間の前半の 6 割の期間 

（1 年未満の端数は切り捨て） 

 

保険料の 1/2損金算入（定期保険

料）、 

1/2 資産計上（前払保険料） 

保険期間の残りの 4 割の期間 保険料の全額を損金算入。さらに

それまでに資産計上した前払保険

料を残りの期間の経過に応じて均

等に取り崩して損金算入 

 
ア.イ) 長期平準定期保険にも該当せず、貯蓄性のない定期保険は、全額を損金算

入します。 

  



ウ)定期保険 Cは保険期間 55年、加入年齢 44歳ですので 99、44＋55×2=154とな

り、長期平準定期保険に該当します。 

長期平準定期保険では、保険期間の前半の 6 割の期間について保険料の 1/2損金

算入（定期保険料）、1/2 資産計上（前払保険料） 

 

エ）貯蓄性のある終身保険では、支払い済み保険料は全額を資産計上します。 

 

 
 

従って、正解は【(ア) 1 (イ) 1  (ウ) 3  (エ) 2 】 

 

 

 

  



問12  

西里良二さんが 2018 年中に支払った生命保険の保険料は下記<資料>のとおりであ

る。この場合の西里さんの 2018 年分の所得税の計算における生命保険料控除の金

額として、正しいものはどれか。 なお、下記<資料>の保険について、これまでに

契約内容の変更は行われていないものとする。また、その年分の生命保険料控除

額が最も多くなるように計算すること。 

 

 
  



【答え】 

平成２４年１月１日より生命保険料控除等の制度が変更になりました。 

従来は一般生命保険料控除と個人年金保険料控除でしたが新制度では、一般生命

保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険料控除の３つになりました。 

 

・それ以前に締結した契約は 

平成 23年 12月 31日以前に締結した生命保険の場合でも平成 24年 1月 1日以降

に契約更新・転換や特約の中途付加を行う事ができ、以降は新たな生命保険料控

除制度が適用されるため、更新後は、新たな生命保険料控除の対象となり、保障

内容ごとに上記控除（一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険

料控除）に分けて控除額が計算されます。 

転換や特約の中途付加を行わなければ、引き続き、旧制度のままの控除の対象と

なります。 

 

控除額上限は旧制度では各5万円、新制度では各4万円です。 

 

・控除額上限 

 一般生命保険料控

除 

個人年金保険料控

除 

介護医療保険料控

除 

旧制度控除額: 5万円 5万円  

新制度控除額 4万円 4万円 4万円 

 
 

2005年は平成 17年ですので、定期保険は旧制度。 

2015年は平成27年ですので、個人年金保険は新制度。 

  



 
 

 
定期保険は資料より、年間支払保険料は 58,000円なので控除額は速算表より、 

58,000円×1/4＋25,000円=39,500円 

 

個人年金保険の年間支払保険料は 250,720円なので、控除額は 40,000円です。 

 

従って生命保険料控除額は 39,500円＋40,000円=79,500円 

 

従って、正解は【3. 79,500円】 

  



問13  

下記<資料>に基づき、杉山さん(50歳)が契約している自動車保険に関する次の

(ア)~(エ) の記述について、適切なものには〇、不適切なものには×を解答欄に

記入しなさい。なお、<資料>に記載のない特約については考慮しないものとす

る。  

 



 
 

 

  



【答え】 

ア)適切○ 

資料より、家族限定割引が適用されており、補償対象は本人・配偶者・同居の親

族・別居の未婚の子ですので、友人は対象外です。 

 
 

 

イ)適切○ 

人身傷害保険では被保険者が自動車事故で怪我をした場合には、過失割合を問わ

ず補償されます。また死傷、後遺障害を被った場合に、示談を待たずに、過失の

有無を問わず、保険金額を限度に損害金の全額が支払われる。 

 

 

ウ)不適切☓ 

資料より、運転者の年齢条件は30歳以上となっており、21歳である長女は対象外

です。 

 
 

 

エ)適切○ 

資料より、ファミリーバイク特約に加入しているため、配偶者が原動機付自転車

を運転し、他人に怪我をさせてしまった場合には補償されます。 

 

 
  



【第5問】下記の(問14)~(問16)について解答しなさい。  

問14  

駒田シゲ子さん(69歳)の2018年分の収入等が以下のとおりである場合、駒田さん

の2018年分の所得税における総所得金額を計算しなさい。なお、青色申告特別控

除10万円の適用を受けるものとする。また、解答に当たっては、解答用紙に記載

されている単位に従うこと。  

 

 
  



【答え】 

総所得の計算では、総合課税の所得を計算した合計です。 

 

本問では 

・老齢基礎年金:72万円・・・雑所得 

・遺族厚生年金：135万円・・・非課税所得 

・アパート収入：120万円・・・不動産所得 

 

 

雑所得の計算は公的年金とその他の雑所得を分けて計算する。  

公的年金等の雑所得…国民年金、厚生年金等の公的年金と国民年金基金、厚生年

金基金、確定拠出年金等の年金 

 

その他の雑所得…生命保険等の個人年金保険(毎年受け取る場合)、講演料や作家

以外の原稿料等  

 

・公的年金の雑所得の計算は収入から公的年金等控除を引いたものとなる。  

 

公的年金の雑所得=収入額-公的年金等控除額 

 

老齢基礎年金:72万円 

公的年金等控除額は速算表より、駒田さんは69歳のため65歳以上から120万円で

す。 

 
72万円−120万円=-48万円 

 

従って、雑所得は0円 

  



不動産所得＝不動産で得た収入－必要経費 

 
駒田さんは2009年から青色申告者であり、アパート収入には青色申告特別控除10

万円を適用します。 

 

・不動産所得 

120万円-48万円-10万円=62万円 

 

 

雑所得は0円でしたので、総所得金額は不動産所得の62万円のみです。 

 

従って、正解は【62万円】 

 

  



問15  

個人事業主で青色申告者である細井さんの2018年分の所得等が下記<資料>のとお

りである場合、細井さんが2018年分の所得税の確定申告を行う際、事業所得と損

益通算できる損失に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、▲が付

された所得の金額は、その所得に損失が発生していることを意味するものとす

る。  

 

 
 

1.不動産所得▲120万円および譲渡所得▲30万円と損益通算できる。  

 

2.不動産所得▲120万円および雑所得▲10万円と損益通算できる。  

 

3.不動産所得▲80万円および譲渡所得▲30万円と損益通算できる。  

 

4.不動産所得▲80万円と損益通算できる。  

 

  



【答え】 

損益通算できる所得は、 

不動産所得、事業所得、山林所得、譲渡所得(生活上の必要のない資産、土地・建

物、株式等の譲渡損失は☓) 

 

・不動産所得 

不動産所得では土地取得のための借入金の利子（建物はOK）は損益通算できませ

ん。 

従って、不動産所得で損益通算の対象は120万円−40万円=80万円です。 

 

・譲渡所得では株式等の譲渡損失は損益通算できません。 

・雑所得は損益通算の対象外です。 

 

 
 

 

従って、正解は【4.不動産所得▲80万円と損益通算できる。】 

  



問16  

所得税におけるセルフメディケーション税制(医療費控除の特例)に関する次の

(ア)~(エ)の記述について、正しいものには○、誤っているものには×を解答欄に

記入しなさい。  

 

(ア)セルフメディケーション税制の適用対象者は、その適用を受けようとする年

分に、健康の保持増進および疾病の予防に関する一定の取組みを行っている居住

者である。  

 

(イ)会社員の場合、一定の要件を満たしていれば、年末調整によりセルフメディ

ケーション税制の適用を受けることができる。  

 

(ウ)セルフメディケーション税制の適用を受ける場合、その年分に従来の医療費

控除の適用を受けることはできない。  

 

(エ)セルフメディケーション税制における控除の上限額は10万円である。  

 

 

  



【答え】 

ア）適切○ 

セルフメディケーション税制(医療控除の特例)は、健康増進や病気予防への取り

組みを行う個人が、納税者本人または、生計を一にする配偶者や親族に係る一定

のスイッチOTC医薬品を支払った場合、その年中に支払った額が12,000円を超える

部分が所得控除の対象となり、控除上限は88,000円となります。  

 

 

イ) 不適切☓ 

セルフメディケーション税制(医療控除の特例)は、医療費控除の対象ですので、

医療費控除は確定申告の必要があります。(医療費控除・雑損控除・寄附金控除は

要確定申告) 

 

 

ウ）適切○ 

セルフメディケーション税制(医療控除の特例)を選択した場合には医療費控除を

受けることはできません。 

セルフメディケーション税制(医療控除の特例)か医療費控除の選択制となりま

す。 

 

 

エ)不適切☓ 

セルフメディケーション税制(医療控除の特例)は、その年中に支払った額が

12,000円を超える部分が所得控除の対象となり、控除上限は88,000円となりま

す。 

 

  



【第6問】下記の(問17)~(問20)について解答しなさい。  

問17  

下記<相続関係図>の場合において、民法の規定に基づく法定相続分に関する次の

記述の空欄(ア) ~(エ)に入る適切な語句または数値を語群の中から選び、解答欄

に記入しなさい。なお、同じ語句または数値を何度選んでもよいこととする。  

 
  



【答え】 

ア）法定相続人では、配偶者は常に法定相続人であり、配偶者以外では、子→直

系尊属→兄弟姉妹の順に、相続人がいなかった場合に順位が移ります。 
配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

遺留分とは、一定の相続人が遺留分割合に基づき取得することを保証する制度で

す。  

・相続人が直系尊属のみ:各自の法定相続分×財産の1/3  

・それ以外:各自の法定相続分財産の1/2  

・兄弟姉妹には遺留分はありません。  

 
本来であれば法定相続人は妻と子となりますが、子が相続放棄をしているため、

第2順位の直系尊属へと相続順位は移り、妻の法定相続分は2/3、遺留分は更に1/2

となるので1/3 

(ア)2/3 (イ)1/3 

  



 
配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

直系尊属である母の法定相続は1/3です。遺留分は更に1/2となるので1/6です。 

 

（ウ）1/3（エ）1/6 

  



問18  

吉田さんは、相続開始後の手続き等について、FPで税理士でもある西山さんに質

問をした。下記の空欄(ア)~(エ)に入る適切な語句を語群の中から選び、その番号

のみを解答欄に記入しなさい。なお、同じ語句を何度選んでもよいこととする。  

 
  



【答え】 

 
ア)相続があったことを知った日から3ヶ月以内に、限定承認もしくは相続放棄、

いずれも選択しなかった場合には単純承認となります。 

 

イ) 限定承認を選択する場合には、3ヶ月以内に家庭裁判所へ相続人全員で、申述

をしなければいけません。 

また、相続放棄の場合には単独で可能です。 

 

ウ)相続税の申告は、相続の開始があったことを知った日の翌日から 10ヶ月以内 

に行わなくてはいけません。 

 

 

エ) 相続人が行う準確定申告では、相続の開始のあったことを知った日の翌日か

ら4ヶ月以内に、亡くなった人の住んでいた住所の管轄税務署へ提出しなければい

けません。  
 

 

従って、正解は【(ア)1. 3ヶ月 (イ)5. 家庭裁判所 (ウ)3. 家庭裁判所

(エ)2. 4ヶ月】 

  



問19  

三上孝太さん(35歳)は、母(60歳)と祖母(83歳)から下記<資料>の贈与を受けた。

孝太さんの2018年分の贈与税額として、正しいものはどれか。なお、母からの贈

与については、2017年から相続時精算課税制度の適用を受けている(適用要件は満

たしている)。  

 
  



1. 1,085,000円  

 

2. 1,130,000円  

 

3. 1,170,000円  

 

4. 1,300,000円  

 

 

  



【答え】 

贈与税では、相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控除額2,500万円

を控除し、その金額を超えた金額には一律20%乗じて計算されます。 

この制度を利用したら暦年課税には戻れません。 

ただし、この制度以外からの贈与者から贈与を受けた場合は暦年課税が適応され

ます。  

暦年課税選択の場合、基礎控除として年間110万円の基礎控除、特例贈与財産とし

て、20歳以上の受贈者がその直系尊属(父母や祖父母))からの贈与について特例税

率の適用を受けられます。 

 
 

従って、相続時精算課税制度を選択した母からの贈与は2017年分と2018年の贈与

額の合計が2,800万円となり、相続時精算課税制度の特別控除額2,500万円を300万

円超えてしまいます。 

 

従って20%を乗じます。 

300万円×20%=60万円 

 

祖母からの贈与500万円では特例贈与財産として、暦年課税の基礎控除110万円を

控除後、390万円を速算表より、 

速算表から 

 
390万円×15%−10万円=485,000円 

従って贈与税額は600,000円＋485,000円=1,085,000円 

 

従って、正解は【1. 1,085,000円】 

  



問 20  

下記<資料>の土地に係る路線価方式による普通借地権の相続税評価額の計算式と

して、正しいものはどれか。  

 
  



【答え】 

・借地権の評価 

借地権評価額＝自用地評価額×借地権割合 

 

・地積の一方が道路に面している場合の自用地評価額の求め方は 

路線価方式の宅地の自用地評価額=路線価×奥行価格補正率×地積 

 

・路線価の単位 

路線価は千円単位で表され、アルファベットに借地権割合が割り当てられていま

す。 

 
資料の380Cは380千円→38万円で借地権70% 

アルファ

ベット 

A B C D E F G 

借地権割

合 

90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 

奥行き価格補正率は資料より、1.00。従って自用地評価額は 

自用地評価額=路線価×奥行価格補正率×地積 

借地権評価額＝自用地評価額×借地権割合 

380,000円×1.00×330㎡×70% 

従って、正解は【2. 380,000円×1.00×330㎡×70%】 

  



【第7問】下記の(問21)~(問23)について解答しなさい。  

 
  



問21  

皆川家のキャッシュフロー表の空欄(ア)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。 

  



 【答え】 

 
ア)資料より、給与収入は基準年434万円、変動率1% 

3年後の給与収入を求めるには年利1%を2年間複利計算することで求めます。 

 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

434万円×(1＋1%)2 

 

※電卓での計算は、まず(1＋0.01)を計算し1.01。×を2回＝を年数−１回 

1.01××＝1.0201 

4,340,000×1.0201=4,427,234 

問題文の記述より万円未満を四捨五入により、443万円 

 

 

従って、正解は【ア. 443万円】 

  



問22  

皆川家のキャッシュフロー表の空欄(イ)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。  

 

 

 

  



【答え】 

 
イの前年の金融資産残高を変動率で計算し、1年後の年間収支と合算させます。 

 

まず変動率をかけた1年後の金融資産残高 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

1,045万円×(1＋1%)=10,554,500円 

 

年間収支は収入−支出ですので、 

724万円-691万円=33万円 

 

合算すると 

10,554,500円＋330,000円=10,884,500円 

ですので、問題文の記述より万円未満は四捨五入とし、1,088万円 

 

従って、正解は【イ. 1,088万円】 

 

  



問23  

下記<資料>に基づき、愛莉さんの2020年における生活費を計算しなさい。なお、

愛莉さんは国立大学に進学し、一人暮らしをするものとする。また、計算に当た

っては、下記<計算に際しての留意点>に従い、解答に当たっては、解答用紙に記

載されている単位に従うこと。  

 
  



【答え】 

2020年の生活費を求めるには2016年の生活費174万円を4年間、変動率2%で複利計

算することで求められます。 

 
複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

174万円×(1＋2%)4 

 

※電卓での計算は、まず(1＋0.02)を計算し1.02。×を2回＝を年数−１回 

1.02××===1.08243216 

1,740,000円×1.08243216=1,883,431.958 

 

万円未満を四捨五入により 

188万円 

 

従って、正解は【188万円】 

 

  



【第8問】下記の(問24)~(問26)について解答しなさい。  

 
  



問24  

青山さんは、老後の生活資金の一部として、毎年年末に100万円を受け取りたいと

考えている。受取期間を20年間とし、年利1.0%で複利運用した場合、受取り開始

年の初めにいくらの資金があればよいか。  

 

  



【答え】 

将来の一定期間にわたって一定金額を受取るために必要な元本を求めるには年金

現価係数を用います。 

毎年の目標額×年金現価係数=必要な元金 

 

問題では、毎年100万円を20年間取り崩す場合に必要な元金。 

100万円×18.046=18,046,000円 

 
 

従って、正解は【18,046,000円】 

 

 

  



問25  

谷口さんは、相続で受け取った3,000万円を将来に備えて運用したいと考えてい

る。これを10年間、年利1.0%で複利運用する場合、10年後の合計額はいくらにな

るか。  

 

  



【答え】 

現在の金額を複利で運用した場合の一定期間後の金額を求めるには終価係数を用

います。 

終価係数 

現在の金額×終価係数=一定期間後の金額 

問題では、3,000万円を10年間複利運用したときの金額 

 
3,000万円×1.105=33,150,000円 

 

従って,正解は【33,150,000円】 

  



問26  

細川さんは、独立開業の準備資金として、5年後に1,000万円を用意しようと考え

ている。5年間、年利1.0%で複利運用しながら毎年年末に一定額を積み立てる場

合、毎年いくらずつ積み立てればよいか。 

  

  



【答え】 

一定期間後に一定金額を用意するための毎年の積立額求めるには減債基金係数を

使います。 

目標とする金額×減債基金係数=毎年必要な積立額 

 

問題では、5年後に目標額1,000万円を積み立てたい。 

 
1,000万円×0.196=1,960,000円 

 

従って、正解は【1,960,000円】 

  



【第9問】下記の(問27)~(問33)について解答しなさい。  

 
 

  



 
 

  



問27  

慎一さんは、翔太さんの大学進学を控えて奨学金や教育ローンに関心を持ち、FP

の杉野さんに質問をした。杉野さんが日本学生支援機構の貸与型奨学金および日

本政策金融公庫の教育一般貸付(国の教育ローン)について説明する際に使用した

下表の空欄(ア)~(エ)にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはど

れか。 

 
  



【答え】 

ア）日本学生支援機構の貸与型奨学金の貸付対象者は学生・生徒本人です。 

申し込み時期は、年度ごとに決められた時期で、学校を通して申し込みます。 

 

 

イ）奨学金制度は、経済的に困難な学生を支援するためのものなので、親の収入

が一定額以下の場合に適用対象です。 

 

 

ウ) 日本学生支援機構の貸与型奨学金と比べ、日本政策金融公庫の教育一般貸付 

では、申込み時期はいつでも可能です。 

 

 

エ）⽇本学⽣⽀援機構の貸与型奨学⾦では無利息の「第⼀種奨学⾦」と、 在学中
は無利息で、上限3%の利息付きの「第⼆種奨学⾦」があります。  
 

 

従って、正解は【4．（ア）学生・生徒本人 （イ）一定額以下 （ウ）いつでも

可能 （エ）年利 3%】  



問28  

慎一さんは下記<資料>のSA銀行の外貨定期預金キャンペーンに関心を持ってい

る。この外貨定期預金について、満期時の外貨ベースの元利合計額を円転した金

額として、正しいものはどれか。なお、 計算過程においては小数点以下第3位を

四捨五入し、計算結果(円転した金額)については円未満を切り捨てること。  

 
 

1. 1,070,856円  

2. 1,060,080円  

3. 1,051,050円  

4. 1,050,840円  

 

  



計算の手順 

1.満期時の利息額の計算 

2.利息に対しての源泉徴収 

3.満期時の外貨ベースの元利合計から円へ 

 

1.利息額の計算 

10,000米ドルを年利1.2%で1ヶ月満期ですので、 

10,000米ドル×0.012×1/12=10米ドル 

 

米ドル建ての利息額の 20％が源泉徴収 

 

10米ドル×(1-0.2)=8米ドル 

よって、元金の合計は 10,008米ドル 

円から外貨に換える時には TTSを使用します。 

外貨から円に換える時には TTB を使用します。  

10,008米ドルを円に換えるため TTB(1米ドル 105.00円)を使用します。  

 
 

 

従って、10,008米ドル×105.00円=1,050,840円 

 

 

従って、正解は【4. 1,050,840円】 

  



問29  

慎一さんは、最近よく耳にするつみたてNISA(非課税累積投資契約に係る少額投資

非課税制度)とiDeCo(個人型確定拠出年金)についてFPの杉野さんに質問をした。

杉野さんがつみたてNI SAとiDeCoの概要を説明する際に使用した下表の空欄

(ア)~(エ)に入る適切な数値または語句を語群の中から選択し、その番号のみを解

答欄に記入しなさい。  

 
 

  



 
【答え】 

ア.イ）つみたてNISAでは年間投資上限は40万円、非課税期間は20年です。 
名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

ウ）個人型確定拠出年金（iDeCo）では、通算の加入期間が 10年以上ある人は 60

歳以降、老齢給付を受けられます。ただし 70歳までに受給を開始しなければなり

ません。 

 

 

エ) 確定拠出年金の節税効果は 

拠出時： 小規模企業共済等掛金控除⇒所得税控除となります。 

運用中： 非課税 (利息・収益分配金・売却益) 

給付時： 一時金 退職所得控除の適用 

      年金  公的年金等控除の適用 

従って、正解は【(ア)2．40  (イ)1．20 (ウ)3． 60  (エ)10．小規模企業共

済等掛金】 

  



問30  

慎一さんは、相次ぐ地震報道を受けて地震保険に関心を持った。下記<資料>を基

に計算した慎一さんの自宅に係る年間の地震保険料として、正しいものはどれ

か。なお、慎一さんの自宅は愛媛県にある イ構造のマンションで、火災保険の保

険金額は1,000万円である。また、地震保険は火災保険の保険金額の50%相当額で

2018年10月に契約し、建築年割引10%が適用されるものとする。  

 
 

1. 5,400円  

2. 10,710円  

3. 10,800円  

4. 21,420円  

 

 

  



【答え】 

地震保険では保険金額建物、また家財ごとに火災保険の保険金額の30〜50%の範囲

で設定されます。 ただし上限として建物は5,000万円、家財1,000万円を上限とす

る。  

●保険料割引制度  

・地震保険には4つの割引制度があり、それぞれの割引率は以下のとおりです。  

割引制度  割引率  

免震建築物割引  50%  

耐震等級割引 等級3 等級2 

等級1  
50% 30% 10%  

耐震診断割引  10%  

建築年割引  10%  

それぞれの重複割引はできません。 

 

 
  



問題文から、慎一さんが加入している火災保険の保険金額1,000万円、地震保険は

その50%相当額との記述があるので、地震保険金額は500万円です。 

 

 
 

 

資料から100万円あたりの年間保険料が愛媛県のイ構造の場合には1,200円ですの

で、1,200円÷1,000,000=0.0012円 

 

1口あたり0.0012円になります。 

 

保険金額500万円だと500万円×0.0012=6千円 

 

これに割引として建築年割引の10%が適用されますので、割引金額は 

6,000円×0.1=600円 

 

従って、6,000円-600円＝5,400円 

 

従って、正解は【１．5,400円】 

 

  



問31  

慎一さんは、2018年7月にケガによる療養のため休業したことから、健康保険の傷

病手当金についてFPの杉野さんに相談をした。慎一さんの休業に関する状況が下

記<資料>のとおりである場合、 慎一さんに支給される1日当たりの傷病手当金の

額として、正しいものはどれか。なお、慎一さんは、全国健康保険協会管掌健康

保険(協会けんぽ)の被保険者である。また、記載以外の傷病手当金の受給要件は

すべて満たしているものとする。  

 
1. 0円  

2. 7,000円  

3. 8,000円  

4. 10,000円  

 

  



【答え】 

傷病手当金は被保険者が病気やケガのため仕事を３日以上続けて休み、十分な給

与が受けられない場合、４日目から最長１年６ｹ月間支給されます。 

・1日の支給額  

支給開始前12ｹ月間の各月の標準月額報酬を平均した額÷30日×2/3 

※傷病手当以外に給与があった場合には傷病手当の支給はない。 

給与額が傷病手当金額よりも低い場合は、給与との差額が支給されます。 

 
 

資料から、支給開始前12ｹ月間の各月の標準月額報酬を平均した額は45万円です。 

従って45万円÷30日×2/3=1万円 

 

休業中に1日あたり3,000円の給与支給があるので、その差額が支給されます。 

10,000円-3,000円=7,000円 

 

従って、正解は【2. 7,000円】 

 

  



問32  

慎一さんの弟の武志さん(40歳)は、現在、個人事業主として防水工事業を営んで

いる。武志さんは老後の生活のために国民年金基金に加入することを検討してお

り、FPの杉野さんに質問をした。国民年金基金に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。  

 

1.国民年金基金には、国民年金保険料を納付している国民年金の第1号被保険者の

ほか、日本国内に住所を有する60歳以上65歳未満の国民年金の任意加入者も加入

できる。  

 

2.月々の掛金の上限は、原則として68,000円であり、掛金の全額が社会保険料控

除の対象となる。 

  

3.国民年金基金に加入している者は、個人型確定拠出年金に加入できない。  

 

4.国民年金基金の老齢年金には終身年金と確定年金があり、受け取った年金は、

雑所得として公的年金等控除の対象となる。  

  



【答え】 

1.適切 

国民年金基金の加入対象者は 20歳以上 60歳未満の第 1号被保険者、および、60

歳以上 65歳未満。 

 

海外で居住していても国民年金の任意加入されている方であれば加入することが

できます。 

 

 

2.適切 

社会保険料控除では、納税者本人が、納税者本人、または本人と生計を一にする

配偶者、そのほかの親族に係る社会保険料を支払った場合に、その負担金額の金

額にかかわらず全額が社会保険料控除の控除額となります。 

国民年金基金の掛け金も社会保険料控除を適用でき、全額が社会保険料控除の控

除対象となります。 

 

 

3.不適切 

国民年金基金と確定拠出年金は重複して加入が可能です。 

国民年金の掛け金の上限は68,000円です。 

既に確定拠出年金に加入している場合には、国民年金基金と合わせての上限が

68,000円です。 

 

 

4.適切 

 国民年金基金では必ず1口目は終身年金となります。 

2口目以降、終身年金および確定年金の選択性となり、家族への遺族給付型なども

選べます。 

受け取った年金は、国民年金、厚生年金等の公的年金と同様に公的年金等の雑所

得となり、公的年金等控除額が適用されます。 

 

 

  



問33  

麗子さんは、50歳になるまで現在のパート勤務を続け、その後は個人事業主とし

て喫茶店を営むことを考えている。麗子さんの公的年金加入歴(見込みを含む)が

下記<資料>のとおりである場合、麗子さんの老齢基礎年金の受給資格期間に算入

される期間として、正しいものはどれか。  

 
 

1. 216月  

2. 420月  

3. 444月  

4. 456月  

 

  



【答え】 

老齢基礎年金では受給資格期間として、保険料納付済み期間、保険料免除期間、

合算対象期間が合わせて10年以上あるばあいに65歳より受け取れます。 

 

 
 

従って未納期間以外は対象月です。 

36月＋60月＋240月＋120月=456月 

 

従って、正解は【4. 456月 】 

  

 老齢基礎年金 老齢基礎

年金 

障害基礎年金 

遺族基礎年金 

納付 受給資格期間

への算入 

年金額へ

の反映 

（受給資格期間への算入） 

全額免除 〇 〇 〇 

一部免除 〇 〇 〇 

学生納付特例制度 

納付猶予制度 

〇 × 〇 

未納 × × × 



【第10問】下記の(問34)~(問40)について解答しなさい。  

 



 
  



問34  

FPの志田さんは、まず現時点(2018年9月1日)における北山家(俊和さんと恵子さ

ん)のバランスシート分析を行うこととした。下表の空欄(ア)に入る数値を計算し

なさい。  

 
  



【答え】 

総資産を求める場合には資産合計額-負債合計額で求められます。 

 

 
まず資産合計額は、 

預貯金8,460万円＋600万円＋債権2,250万円＋株式2,420万円＋土地10,340万円＋

建物680万円＋貸駐車場8,340万円＋その他320万円＋150万円=3億3,560万円 

生命保険: 

定期A：150万円＋終身B:630万円＋終身C:520万円＋終身D:290万円＋終身E:290万

円=1,880万円 

 

3億3,560万円＋1,880万円=3億5,440万円 

 

資産計3億5,440万円 

  



負債は 

 
※住宅ローンの団体信用生命保険は、債務者が死亡・高度障害の場合には保険料

を保険会社がローン会社へ支払いを行います。 

 

負債は住宅ローン630万円＋自動車ローン60万円=690万円 

 

資産3億5,440万円-負債690万円=3億4,750万円 

 

従って、正解は【34,750万円】 

 

 

 

  



問35  

俊和さんが2018年8月に受け取った退職一時金(下記<資料>参照)から源泉徴収され

た所得税 額として、正しいものはどれか。なお、俊和さんは、退職に際して「退

職所得の受給に関する申告書」を適正に提出している。また、復興特別所得税に

ついては考慮しないこと。  

 
 

1. 3,360,000円  

2. 4,008,000円  

3. 4,644,000円  

4. 5,544,000円  

 

 

  



【答え】 

退職所得の計算式は 

(退職収入-退職所得控除)×1/2 

 

退職所得控除額の計算では、勤続年数が20年以上・以下によって計算式が違いま

す。 
勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

※勤続年数が1年に達していない部分は切り上げる。 

 

「退職所得の受給に関する申告書」を提出した場合 

 適正な税額が源泉徴収されるため確定申告の必要がない 

 

「退職所得の受給に関する申告書」を提出していない場合 

退職金に対して一律20.42%の源泉徴収が行われるため、確定申告を行い適正な

税額との差額を清算する必要がある。 

 

資料では、退職一時金：5,000万円 

勤続年数：31年4ヶ月→32年になる 

 

・退職所得控除額 

70万円×(32年-20年)＋800万円＝1,640万円 

 

・退職所得 

(5,000万円-1,640万円)×1/2=1,680万円 

退職所得から源泉徴収される税額は速算表より 

 
1,680万円×33%-1,536,000円=4,008,000円 

 

従って、正解は【2.  4,008,000円】 

  



問36  

俊和さんは、加入していた養老保険が2018年8月に満期を迎え、満期保険金を一括

で受け取った (下記<資料>参照)。俊和さんの2018年分の所得税において、総所得

金額に算入すべき一時所得の 金額として、正しいものはどれか。なお、俊和さん

には、この満期保険金の一括受取金以外に一時所得の対象となるものはないもの

とする。 

 
 

1. 10万円  

2. 20万円  

3. 35万円  

4. 70万円  

 

  



【答え】 

解約返戻金に対する税金では、解約返戻金の受取人は契約者であり、契約者と保

険料負担者が同一の場合、解約返戻金と払込保険料総額の差益が一時所得として

所得税・住民税の課税対象になります。 

また、一時払い養老保険、一時払い変額保険（有期型）、一時払い個人年金保険

の契約後５年以内の解約返戻金については、金融類似商品として受取差益に

20.315%の源泉分離課税となります（復興特別所得税を含む）。 

 

・一時所得 

一時所得の金額＝総収入金額‐その収入を得るために支出した金額-特別控除額

（最高50万円） 

※総所得金額においては 1/2 を合算する 

一時所得は損益通算が出来ないため、損失（▲）であった場合には 0円になりま

す。 

 

 
 

500万円-430万円-50万円=20万円 

総所得金額に合算する金額は 

 

20×1/2=10万円 

 

従って、正解は【1. 10万円】  

  



問37  

下記<資料>は、俊和さんが保有する2018年8月に満期を迎えた利付国債についての

ものである。 この国債の償還金に課される所得税および住民税の合計額を計算し

なさい。なお、この国債の償還金は申告分離課税の対象となり、20%(所得税15%、

住民税5%)の税率が適用されるものとし、所得控除および復興特別所得税について

は考慮しないこと。また、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に

従うこと。  

 

 
  



【答え】 

購入価格は額面 100円に付き 97.50円だと、1円あたり 

97.50÷100=0.975 円です。 

 

額面金額 1,000万円分購入しているので、投資金額は 

1,000万×0.975 円=9,750,000円 

 

満期時には額面金額 1,000万円が受け取れるので、譲渡所得は、 

 

1,000万円-975 万円=25 万円 

 

20%の源泉徴収を適用すると 

 

25 万円×20%=5 万円 

 

従って、正解は【50,000円】 

  



問38  

俊和さんが保有する国内公募株式投資信託から受け取った収益分配金の明細は、

下記<資料>のとおりである。次の記述のうち、俊和さんが受け取った収益分配金

の金額(所得税および住民税を控除した後の金額)として、正しいものはどれか。

なお、復興特別所得税については考慮しないこと。  

 
 

1. 15,000円  

2. 16,000円  

3. 17,000円  

4. 20,000円  

 

 

  



【答え】 

《株式投資信託の分配金は2種類》  

●普通分配金 運用により生じた収益から支払われる利益  

・課税される（所得税 15%＋地方税 5%＋復興特別所得税 0.315％） 
●元本払戻金(特別分配金) 投資した元本の一部が払い戻されるもの。 

・課税されない(非課税) 元本払戻金は、利益が出た分ではなく元本が戻ってきて

いる分なので非課税となる。  

 

 
普通分配金は10,000万口あたり50円ですので、1口当たりは、 

50円÷10,000=0.005 

 

保有しているのは400万口ですので、普通分配金は 

4,000,000口×0.005円=20,000円 

 

普通分配金ですので源泉徴収として20.315%が課税されますが、本問では復興特別

所得税は考慮しないとの記述があるため20%（所得税15%＋地方税5%）で計算しま

す。 

 

所得税:20,000円×15%=3,000 

住民税:20,000円×5%=1,000 

 

源泉徴収後は20,000円-4,000円=16,000円 

 

 

従って、正解は【2. 16,000円】 

  



問39  

俊和さんは、TA株式会社を退職後すぐに再就職する予定がなかったため、退職前

に加入していた健 康保険の任意継続被保険者となる手続きを行った。全国健康保

険協会管掌健康保険(協会けんぽ)にお ける任意継続被保険者に関する次の

(ア)~(エ)の記述について、適切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記

入しなさい。  

 

(ア)任意継続被保険者の保険料は、被保険者本人と退職前に勤めていた会社の事

業主が折半で負担する。  

 

(イ)任意継続被保険者として健康保険に加入できる期間は、退職後5年間とされ

る。  

 

(ウ)70歳未満の任意継続被保険者の医療費の自己負担割合は、在職中の被保険者

と同様、3割である。  

 

(エ)任意継続被保険者は、一定の要件を満たす親族を被扶養者とすることができ

る。  

 

 

  



【答え】 

(ア)不適切☓ 

任意継続被保険者とは、健康保険の被保険者資格を喪失した日の前日まで、継続

して2ケ月以上加入し、退職後20日以内に申請を行うことにより、退職後2年間は

自己負担により健康保険に加入可能です。  
 

(イ)不適切☓ 

任意継続被保険者とは、健康保険の被保険者資格を喪失した日の前日まで、継続

して2ケ月以上加入し、退職後20日以内に申請を行うことにより、退職後2年間は

自己負担により健康保険に加入可能です。 

 

(ウ)適切○ 

任意継続被保険者も健康保険の被保険者として、自己負担割合は在職者と同様と

なり 3 割です。 
※傷病手当金や出産手当金は受け取れない。 

 

(エ)適切○ 

任意継続被保険者の扶養者に関する要件は収入要件として、扶養対象者の収入が

130万円以下かつ被保険者の収入の1/2未満等の要件を満たすことで扶養可能で

す。 

  



問40  

俊和さんは、自分や妻に介護が必要になった場合に備え、FPの志田さんに公的介

護保険制度について質問をした。公的介護保険の被保険者区分に関する下表の空

欄(ア)~(ウ)に入る適切な語句を語 群の中から選び、その番号のみを解答欄に記

入しなさい。  

 

 
  



【答え】 

  
 

(ア)介護保険の保険料は市区町村および特別区です。 

 

 

(イ)対象者は第１号被保険者の場合には65歳以上、第2号被保険者では40歳以上〜

65歳未満となります。 

 

 

(ウ)第 2号被保険者が受給を受ける場合には、がんやリウマチ、初老期の認知症

などの老化に伴う特定疾病が原因で、要介護・要支援になった場合に給付を受け

られます。 

  



公的介護保険 
  第１号被保険者 第２号被保険者 

対象者 ６５歳以上 ４０歳以上〜６５歳未満 

保険料 

 

市区町村が所得に応じる 

 

・健康保険 

協会けんぽの介護保険料は1.79％で

全国一律(令和2年分から) 

・国民健康保険の場合 

前年の所得に応じる。 

受給者 要介護・要支援者(要介護1〜5・

要支援者1,2) 

特定疾病により、要介護・要支援に

なった人 

利用者 

自己負担 

年金収入280万円未満 

１割負担 

年金収入280万円以上 

2割負担 

年金収入等340万円以上 

3割負担※平成30年8月〜 

（支給限度額を超えた部分は全額

自己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

ケアプラン作成費は負担なし 

原則１割負担 

（支給限度額を超えた部分は全額自

己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

ケアプラン作成費は負担なし 

 

従って、正解は【(ア)3．市町村および特別区 (イ)4． 65歳  (ウ)8．老化に伴

う特定疾病が原因で】 

  



-終- 

 


